
株式会社コーエーテクモゲームス

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

55,610

利 益 準 備 金
56,691

資 本 剰 余 金 25,963

未 払 消 費 税 等 727

資　　産　　合　　計 196,239 負 債 ・ 純 資 産 合 計 196,239

 その他有価証券評価差額金 3,185

純　資　産　合　計 91,829

繰 延 税 金 資 産 817

そ の 他 投 資 5,933
1,199前 払 年 金 費 用

投 資 そ の 他 の 資 産
14,185

預 り 金 9,973

株　主　資　本 91,745
資 本 金 9,090

貸 倒 引 当 金 △ 11

19,274
有　形　固　定　資　産 33,738

建物及び構築物（純額）

建 設 仮 勘 定 60

1,901

固　定　資　産

その他有形固定資産 1,067

その他流動負債

土 地

106,976
投 資 有 価 証 券 99,026

その他無形固定資産 175
無　形　固　定　資　産 175

固　定　負　債 596

有 価 証 券 25,185 未 払 金 10,095
商 品 及 び 製 品 17 未 払 法 人 税 等 5,879
原材料及び貯蔵品 12
未 収 入 金 1,987
そ の 他 流 動 資 産 1,291 賞 与 引 当 金 1,618

その他固定負債 596

その他資本剰余金 11,778

別 途 積 立 金 331

土 地 再 評 価 差 額 金 △ 3,101

その他の包括利益累計額 84

104,409

その他利益剰余金 55,941
749

負　債　合　計

繰越利益剰余金

利 益 剰 余 金

純　　資　　産　　の　　部

売掛金及び契約資産

資 本 準 備 金

貸 借 対 照 表

令和4年3月31日現在
(単位：百万円)

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

現 金 及 び 預 金 14,360 592
12,505 短 期 借 入 金 73,024

科　目 金　額 科　目 金　額
流　動　資　産 55,349 流　動　負　債 103,813

買 掛 金

13,335

140,889



自
至

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

損 益 計 算 書

令和3年4月1日
令和4年3月31日

(単位：百万円)

科　　　　目 金　　　　額

売 上 高 62,476

受 取 配 当 金 872

売 上 原 価 15,975

売 上 総 利 益 46,500

販売費及び一般管理費 15,191

営 業 利 益 31,309

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5,218

投 資 有 価 証 券 売 却 益 23,344

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益 1,869

そ の 他 449 32,984

営 業 外 費 用

税 引 前 当 期 純 利 益 45,222

経 常 利 益 45,279

投 資 有 価 証 券 評 価 損 469

投 資 有 価 証 券 売 却 損 6,378

有 価 証 券 償 還 損 3,004

そ の 他 239 19,013

特 別 損 失

146 3,007

固 定 資 産 圧 縮 損

そ の 他 特 別 損 失

2,860

当 期 純 利 益 33,258

有 価 証 券 償 還 益 1,230

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 8,920

法人税、住民税及び事業税 11,500

法 人 税 等 調 整 額 463 11,964

特 別 利 益

2,949 2,949補 助 金 収 入



（２）　デリバティブの評価基準及び評価方法

なお、投資事業組合等については、入手可能な

個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

①　 売買目的有価証券 時価法（売却原価は移動平均法により算定）
②　 子会社株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 移動平均法による原価法

時価法
（３）　棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価の切下げの方法）によっております。
① 製品・商品及び原材料 移動平均法

り算定）
市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法

③   満期保有目的の債券 償却原価法(定額法)
④　 その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

自社利用のソフトウェア 社内における見込利用期間（５年以内）

時価法（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は主として移動平均法によ

② 仕掛品 個別法
③ 貯蔵品 最終仕入原価法

a.　一般債権 貸倒実績率法によっております。
b.　貸倒懸念債権及び破産更生債権等 財務内容評価法によっております。

② 賞与引当金

ついては、３年間均等償却によっております。
（５）　引当金の計上基準

① 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下の方法に基づき計上しております。

（４）　固定資産の減価償却の方法

に基づく定額法
その他の無形固定資産 定額法

③ 少額減価償却資産 取得価額が10万円以上20万円未満の資産に

工具、器具及び備品 ２～18年

取得した建物（附属設備を除く）並びに平成28年

建物附属設備 ２～18年

① 有形固定資産 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に

４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法によっております。

② 無形固定資産

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ７～50年

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
　一定年数（９～12年）による定額法により按分した額を発生の翌事業年度から費用処理

　することとしております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属
　させる方法については、給付算定式基準によっております。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　することとしております。
　過去勤務費用は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
　一定年数（９～12年）による定額法により按分した額を発生した事業年度から費用処理

③ 退職給付引当金

又は償却原価法（定額法）

決算書を基礎として持ち分相当額を純額で取り込
む方法によっております。



いては、当社が当該コンテンツを提供した時点で、履行義務を充足したと判断し、売上収益
を認識しております。

②モバイル事業における売上

対し無償でプレイ可能なゲームコンテンツを配信し、当該コンテンツ内で使用するアイテム
等を有償で提供しております。当該サービスにおいては、ユーザがアイテム等を購入した時
点で履行義務を充足したと判断し、売上収益を認識しております。

　モバイル事業では、スマートフォン等の端末を通じて、当社グループが開発したモバイル
ゲームの配信を行っております。スマートフォン向けのゲームコンテンツ配信は、ユーザに

ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するにつれて）収益を認識する。

当社グループは、パッケージやオンライン・モバイルを通じたゲームの販売、受託開発を主
な事業として行っており、それぞれ下記のとおり収益を認識しております。

①ゲームソフト等の販売
　(a)ゲームソフト販売
　パッケージ販売に係る収益については、当該製品を顧客に引き渡した時点で、
PSN/XboxLive/Switch DL/Steam等のオンラインサービスを通じたゲームのダウンロード販売
に係る収益については、顧客が当該製品をダウンロードした時点で、それぞれ履行義務を充
足したと判断し、一時点で売上収益を認識しております。またコンシューマーゲーム販売業
者に当社製品の販売を委託した際に受領するロイヤリティも当該収益に含まれております。
なお、後述③の受託開発業務の成果物であるゲームソフトにかかるロイヤリティ収入につい
ては、顧客が売上高を計上した時点で、履行義務を充足したと判断し、一時点で収益を認識
しております。
　(b)ダウンロードコンテンツの販売
　上記(a)に含まれていないアイテムやシナリオ等、追加コンテンツの販売に係る収益につ

いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益
を認識しております。

３月26日。以下「収益認識会計基準適用指針」という。）第95項に定める代替的な取り扱

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。

（６）　収益の計上基準

ライセンス許諾によるロイヤリティ収入は、当社が利用許諾した時点、もしくは顧客が引渡
し又はユーザがダウンロードした時点で、履行義務を充足したと判断し、売上収益を認識し
ております。

③受託開発
　当社グループが行っている受託開発業務はゲームソフト・コンテンツ等の開発サービスで
あります。
　当該契約について、一定の期間にわたり充足される履行義務は、ゲームソフト・コンテ
ンツ開発の進捗によって履行義務が充足されていくものと判断しており、履行義務の完全
な充足に向けた進捗度の測定に基づいて、収益を認識しております。なお、契約における
取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い受託開
発については、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第30号　2021年

当社グループは顧客との契約について、企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」
の5ステップを適用することにより収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。



　　　　　　項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、
　　　　　　将来にわたって適用することといたしました。これによる影響はありません。

　　　　　　　不動産セグメントに属する固定資産の減損の兆候の有無を把握する際は、各不動産を独
　　　　　　立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位としております。減損の兆候があると判
　　　　　　定された資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿
　　　　　　価額を比較することによって減損損失の認識の判定を実施し、資産又は資産グループから
　　　　　　得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、減損損失を
　　　　　　認識することとなります。

　　　　　　　なお、割引前将来キャッシュ・フローは事業計画を基礎としておりますので、事業計画
　　　　　　が変更された場合、減損損失が認識されるか否かの判定及び測定される減損金額に重
　　　　　　要な影響を及ぼす可能性があります。

　　　　　　　この結果、当事業年度の損益及び利益剰余金期首残高に与える影響は軽微であります。
　　　　　　　収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の計算書類において、「流動資産」
　　　　　　に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当事業年度より「売掛金及び契約資産」に含
　　　　　　めて表示することといたしました。

　　　　　　は、新型コロナウイルス感染症の影響が翌事業年度以降の一定期間にわたり継続する
　　　　　　ものとの仮定を置き年間のイベント開催日数、観客動員数に応じた公演当たりホール使用
　　　　　　料収入などを考慮した上で事業計画等を作成しております。また、割引前将来キャッシ
　　　　　　ュ・フローには外部の専門家による不動産鑑定評価に基づく正味売却価額を反映しており
　　　　　　ます。当事業年度の減損判定において、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿
　　　　　　価額を超過しているため、減損損失を認識しておりません。

　　　　　　　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認
　　　　　　識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービ
　　　　　　スの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取れると見込まれ

３．会計上の見積りに関する注記
（有形固定資産の評価）

　　　　　　　当社の有形固定資産33,738百万円のうち8,870百万円は、不動産セグメントに属する有
　　　　　　形固定資産の一部であるライブハウス型ホールであります。

　　　　　　　ライブハウス型ホールは前事業年度及び当事業年度において営業損失を計上し、減損の
　　　　　　兆候があることから、減損損失の認識の判定を実施しております。認識の判定において

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　　　　　　　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価
　　　　　　算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第
　　　　　　19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２

　　　　　　る金額で収益を認識することといたしました。
　　　　　　　受注制作のソフトウェアに関して、従来は、ソフトウェアの進捗部分について成果の
　　　　　　確実性が認められる場合には、工事進行基準によっておりましたが、財又はサービスに
　　　　　　対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを顧客に移
　　　　　　転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更し
　　　　　　ております。履行義務の充足にかかる進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生
　　　　　　した開発原価が、予想される開発原価の合計に占める割合に基づいて行っております。
　　　　　　なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの
　　　　　　期間がごく短い受注制作のソフトウェアについては代替的な取り扱いを適用し、一定の
　　　　　　期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
　　　　　　　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項のただし書きに定め

２．会計方針の変更に関する注記

　　　　　　る経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及
　　　　　　適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期
　　　　　　首残高から新たな会計方針を適用しております。

（収益認識に関する会計基準等の適用）



当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

当社は、原則として、事業用資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。
当事業年度において、事業用資産の内、時価が下落した資産グループの帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（146百万円）として特別損失に計上しました。
その内容は建物46百万円及び土地100百万円であります。
なお事業用資産の回収可能価額は正味売却価額により算定しております。

（１） 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 93 百万円

４．貸借対照表に関する注記

関する法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日改正）に基づき有形固定資産の土地
の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。
 「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」第
３条第３項に定める再評価の方法については、土地の再評価に関する法律施行令（平成10
年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に
規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が

（２） 有形固定資産の減価償却累計額 10,974 百万円
（３）　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に

短期金銭債務 65,574 百万円

百万円

時価と再評価後の帳簿価額との差額 　 331百万円
（４）　圧縮記帳

過年度に取得した資産のうち、補助金による圧縮記帳額は2,860百万円であり、貸借
対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除しております。
なお、その内訳は建物及び構築物1,827百万円、土地1,000百万円、その他33百万

定めて公表した方法により算出した価額に基づいて奥行価格補正等合理的な調整を行って
算出する方法を採用しております。

再評価を行った年月日 平成12年３月31日
再評価を行った土地の期末における

円となっております。

５．損益計算書に関する注記
Ⅰ． 関係会社との取引高

① 売上高 209

④ 営業取引以外の取引高 247 百万円

② 仕入高 3,232 百万円
③ その他営業取引高 2,171 百万円

Ⅱ． 減損損失に関する注記

場所

千葉県船橋市

用途

事業用資産

種類

土地及び建物等

減損損失

146百万円

Ⅲ． 顧客との契約から生じる収益
　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載して
おりません。顧客との契約から生じる収益の金額は、財務諸表「注記事項（１２．収益認識に関
する注記）Ⅰ．顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に記載しております。



Ⅰ．金融商品の状況に関する事項

６．株主資本等変動計算書に関する注記
（１）当事業年度の末日における発行済株式の数

① 配当金支払額
（２）配当に関する事項

普通株式　68,571,624株

令和3年8月30日
臨時株主総会

普通株式 48,500 707.29 令和3年8月30日 令和3年8月31日

株式の種類
配当の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）決議 基準日 効力発生日

７．税効果会計に関する注記
 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
棚卸資産評価損否認 23百万円

賞与引当金否認 495百万円
投資有価証券評価損否認 991百万円

事業税引当金否認 397百万円

繰延税金資産合計 2,793百万円
繰延税金負債

有価証券評価差額金 △ 1,609百万円

その他 299百万円
繰延税金資産小計 3,965百万円
評価性引当額 △ 1,171百万円

関係会社株式評価損否認 205百万円
ソフトウェア費用処理否認 604百万円

土地再評価差額金 948百万円

（１）金融商品に対する取組方針

８．金融商品に関する注記

前払年金費用 △ 366百万円
繰延税金負債合計 △ 1,975百万円
繰延税金資産の純額 817百万円

株式、債券、デリバティブを組み込んだ複合金融商品への投資を行っております。
を銀行借入により調達しております。余剰資金は高い利回りで運用することを目的として、

当社は設備投資計画に照らして、必要な資金を調達しております。また、短期的な運転資金

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うに
（２）金融商品の内容及びそのリスク

　当社が利用するデリバティブは、デリバティブを組み込んだ複合金融商品のみであります。

　有価証券及び投資有価証券は、主に売買目的有価証券、満期保有目的の債券及び業務
あたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。

り、取引の相手方の契約不履行により生じる信用リスクは極めて少ないと認識しております。
クを有しております。なお、当社ではデリバティブ取引を信用度の高い金融機関等と行ってお
　デリバティブを組み込んだ複合金融商品への投資は、債券市場価格及び為替変動によるリス
上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握
　当社は営業債権について、財務部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

（３）金融商品に係るリスク管理体制

や軽減を図っております。



Ⅱ．金融商品の時価等に関する事項

　

（注）1. 有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

投資限度額を定めて厳重に管理しております。また、当社では、資産運用の安全確保を目的
　株式、債券、デリバティブを組み込んだ複合金融商品への投資は、社内規程に基づきその
②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

ております。有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）
意しております。なお、時価評価を含むポジション等の状況は、定期的に経営陣に報告され
行い、デリバティブ取引に係る社内ルールの遵守状況を確認し、内部牽制が機能するよう留
に取引部門と管理部門を明確に分離しており、管理部門が取引の確認、ポジション管理等を

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するととも
③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
の財務状況等を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先

　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提
条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
に、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

おりであります。
　また、現金及び預金、売掛金、買掛金、未払金、短期借入金、預り金は短期間で決済され

　令和4年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

るものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、注記を省略しております。

貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

   その他有価証券　　 121,426 121,426 -                          

（１）有価証券及び
 投資有価証券

　債券には複合金融商品（契約額　契約額 8,000百万円及び240百万ドル）が含ま
（１）有価証券及び投資有価証券

　また、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する貸借対照表
計上額と取得原価との差額は以下のとおりであります。

　 社債 18,758 17,269 1,488
③その他 855 714 140

②債券
   国債・地方債等 4,240 3,731 509

種類
貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
(百万円)

差額
（百万円）

貸借対照表計上金額が
取得原価を超えるもの

①株式 32,195 26,764 5,431

   国債・地方債等 34,857 35,092 △ 234

小計 56,049 48,478 7,570

貸借対照表計上金額が
取得原価を超えないもの

①株式 10,709 12,406 △ 1,696
②債券

小計 65,376 76,791 △ 11,414
合計 121,426 125,270 △ 3,843

　 社債 19,809 29,292 △ 9,483
③その他 -                        -               -           

デリバティブ評価損8,920百万円は損益計算書の営業外費用に計上しております。
れております。デリバティブ評価益1,869百万円は損益計算書の営業外収益に、



（注）2．市場性が無い金融商品及び組合出資金

（注）3．満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（注）4．当事業年度中に売却したその他有価証券

（注）5．減損処理を行った有価証券

③その他
3,201 143 536

区分
貸借対照表計上額

（百万円）

非上場株式 0
関係会社株式 391

１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

　これらについては、市場価格がないことから、「(1) 有価証券及び投資有価証券」に

関係会社出資金 2,499
組合出資金 2,785

合計 5,677

は含めておりません。
　なお、市場価格のない株式等及び企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に
関する会計基準の適用指針」（以下、「時価算定適用指針」という。）第27項に従い
経過措置を適用した組合出資金等については、時価開示の対象としておりません。

（２） 社債 30,030  9,061    17,719  28,790    

その他有価証券のうち満期があるもの

（1） 国債・地方債等 -          6,139    1,652    39,209    

(1) 有価証券及び投資有価証券

①株式 112,972 23,099 5,841
②債券

147 102 －

合計 30,030  15,201  19,371  67,999    

種類
売却価格
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

断できる場合を除いて減損処理を行う。

有価証券の時価が、下記条件に合致する場合、時価が著しく下落したものと判断し、回復
可能性判断基準とその他時価に影響する諸要因を検討し、時価が回復すると合理的に判

合計 116,321 23,344 6,378

当事業年度において、その他有価証券について469百万円減損処理を行っております。
なお、減損処理に関する基準は以下の通りです。

①評価日において時価が簿価に対して50%以上下落した場合

合は、回復可能性が無いものとして減損処理を行う。
有価証券の発行会社が債務超過である場合、又は２期連続経常損失を計上している場

回復可能性判断基準
平均時価が簿価に対して30%以上下落している場合

②評価日において時価が簿価に対して30%以上下落しており、かつ評価日以前３ヶ月間の



Ⅲ．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

（単位：百万円）

おります。令和4年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は188百万円（賃貸
収益は営業収益に、主な賃貸費用は営業費用に計上）であります。
　また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度における増減額及び時価は、
次のとおりであります。

　当社では、神奈川県その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）を有して
９．賃貸等不動産に関する注記

貸借対照表計上額
当期末の時価

レベル２ の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い
　　　　　　　　　　　て算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
以下の 3 つのレベルに分類しております。

レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）市場価格により
　　　　　　　　　　　算定した時価

15,847 △ 1,631 14,216 19,725

（注）１． 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

当期首残高 当期増減額 当期末残高

議決権の所有
（被所有）割合

親会社
株式会社ｺｰｴｰ
ﾃｸﾓﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

横浜市港北区 15,000
グループ会社の

管理運営

（被所有）
直接

100.0%

（注）２． 当事業年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した
　　　　　金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

１０．関連当事者との取引に関する注記
（１）　親会社

種類 会社名 所在地
資本金
(百万円)

事業の内容

兼任９人 管理業務委託

配当金支払
業務委託料支払

資金の借入
資金の返済

48,500
2,170

54,029
15,811

関係の内容
取引の内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の兼任等 事実上の関係

短期借入金 62,720



（２）　兄弟会社

種類 会社名 所在地
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権の所有
（被所有）割合

親会社の子会社
株式会社ｺｰｴｰ

ﾃｸﾓﾈｯﾄ
横浜市港北区 110

ソフトウェア・パッケージの
流通・卸業務

－

議決権の所有
（被所有）割合

兼任５人
業務受託

著作権の許諾
資金の借入
資金の返済

550
300

短期借入金 1,024

関係の内容
取引の内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の兼任等 事実上の関係

関係の内容
取引の内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の兼任等 事実上の関係

親会社の子会社
株式会社ｺｰｴｰ

ﾃｸﾓｳｪｰﾌﾞ
東京都

千代田区
100

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ施設の企画開
発・運営・管理
ｽﾛｯﾄ･ﾊﾟﾁﾝｺの
液晶受託開発

－

親会社の子会社
台湾光栄特庫摩
股分有限公司

台湾 30,000,000
台湾におけるゲームソフト

の製造・販売
－

議決権の所有
（被所有）割合

兼任４人
当社製品の

販売等

当社製品の販売等
資金の借入
資金の返済

4,128
3,000

　　3,250

売掛金 104

短期借入金 3,940

関係の内容
取引の内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の兼任等 事実上の関係

種類 会社名 所在地
資本金
(百万円)

事業の内容

種類 会社名 所在地
資本金

(台湾ドル)
事業の内容

兼任４人 当社製品の販売
資金の借入
資金の返済

683
－

短期借入金 868



Ⅰ．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当事業年度（自　令和３年４月１日　至　令和４年３月31日）
収益の地域別の内訳

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ベンチャ
　　　　　　ーキャピタル事業等を含んでおります。
　　　２．その他の収益は、不動産賃貸収入等によるものであります。

アジア 20,334 － － 20,334 － 20,334
顧客との契
約から生じ
る収益

61,448 － 390 61,839 － 61,839

その他の
収益（注
２）

－ － 482 482 154 636

外部顧客
への売上
高

61,448 － 873 62,321 154 62,476

合計
報告セグメント

31,199 － 390 31,590 － 31,590
北米 7,202 － － 7,202 － 7,202
欧州 2,712 － － 2,712 － 2,712

役員及びその近
親者が議決権の

過半数を所有して
いる会社

環境科学
株式会社

（注）４

東京都
千代田区

40 不動産賃貸 －

関係の内容
取引の内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の兼任等

（３）　役員及び個人主要株主等

事実上の関係

兼任１人
不動産の賃貸
役員の兼任

賃料支払（注）５ 150
敷金

前払費用
146
12

 ５．環境科学株式会社（関連当事者）と株式会社コーエーテクモリブ（兄弟会社）の共有建
　　物を当社が賃借しております。なお、賃料等の取引条件については、近隣の取引実勢等を

（注）１．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており
    ます。（短期借入金は除く）
 ２．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

 ３．資金の借入は、市場金利等を勘案して利率を決定しております。
 ４．当社取締役顧問柿原康晴及びその近親者が議決権を100％保有しております。

日本

エンタテイン
メント

アミューズメ
ント

（注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
項　　目 当　　期

当期純利益（百万円） 33,258

株式会社コーエーテクモホールディングス（東京証券取引所に上場）

１１．１株当たり情報に関する注記
（１）　１株当たり純資産    1,339円18銭
（２）　１株当たり当期純利益 　　　　　　　 　 485円01銭

　　 債権・債務はなく、今後も予定しておりません。

（３）　親会社及び重要な関連会社に関する情報
・親会社情報

普通株式に係る当期純利益（百万円） 33,258
普通株式の期中平均株式数（千株） 68,571

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

１２．収益認識に関する注記

不動産 計
その他
（注１）

種類 会社名 所在地
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権の所有
（被所有）割合



収益の認識時期
（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ベンチャ
　　　　　　ーキャピタル事業等を含んでおります。
　　　２．その他の収益は、不動産賃貸収入等によるものであります。

Ⅱ．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「会計方針に関する事項　収益の計上基準」に記載のとおりであります。

Ⅲ．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並
びに当事業年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込
まれる収益の金額及び時期に関する情報

（１）契約資産及び契約負債の残高等

貸借対照表において、契約負債は「その他の流動負債」に計上しております。
当事業年度に認識された収益について、期首時点で契約負債に含まれていた金額は508百万円
です。また、当事業年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の額に重要
性はありません。

契約資産は、主に、顧客との請負契約について会計期間末時点で一定期間にわたる収益を認
識しておりますが、未請求の権利に関するものであります。契約資産は、支払いに対する権利が
無条件になった時点で売上債権へ振替えられます。契約負債は、主にサービスの提供前に顧客か
ら受け取った対価であり、収益の認識に伴い取り崩されます。

798

顧客との契約から生じた債権（期首残高）
当事業年度

外部顧客
への売上
高

61,448

顧客との契約から生じた債権（期末残高）
契約資産（期首残高）
契約資産（期末残高）
契約負債（期首残高）
契約負債（期末残高）

百万円10,368
12,134

34
405
547

合計エンタテイン
メント

アミューズメ
ント

不動産 計

－ 873 62,321 154 62,476

61,448 － 390 61,839 －

一時点で
移転され
る財及び
サービス

59,508 － 390 59,899 － 59,899

その他の
収益（注
２）

－ － 482 482 154 636

一定期間に
わたり移転
される財及
びサービス

1,939 － － 1,939 － 1,939

顧客との
契約から
生じる収
益

61,839

報告セグメント
その他
（注１）



（２）残存履行義務に配分した取引価格
当社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便

法を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めており
ません。残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下
のとおりであります。

当事業年度
１年以内 973 百万円
1年超２年以内 1,294
２年超３年以内 388

－
合計 2,656

　転籍に伴う減少額 △323百万円

　数理計算上の差異の発生額　 △180百万円
　退職給付の支払額 △168百万円

　　①　退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
退職給付債務の期首残高 5,750百万円
　勤務費用 402百万円
　利息費用 27百万円

１３．その他の注記
Ⅰ．退職給付関係に関する注記

（１）　採用している退職給付制度の概要
  当社は従業員の退職金制度として、積立型の確定給付年金制度を設けております。確定
給付企業年金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給します。

（２）　確定給付制度

３年超

　　②　年金資産の期首残高と期末残高の調整表
退職給付債務の期末残高 5,508百万円

未認識数理計算上の差異 413百万円

　転籍に伴う減少額 △385百万円
年金資産の期末残高 7,056百万円

　退職給付の支払額 △168百万円

　期待運用収益 291百万円
　数理計算上の差異の発生額 △38百万円
　事業主からの拠出額 502百万円

年金資産の期首残高 6,854百万円

△1,547百万円
非積立型制度の退職給付債務           -　　     
未積立退職給付債務 △1,547百万円

積立型制度の退職給付債務 5,508百万円
年金資産　 △7,056百万円

　　③　退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金
　　　　　及び前払年金費用の調整表

前払年金費用 △1,199百万円

未認識過去勤務費用

過去勤務費用の費用処理額　

利息費用 27百万円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △1,199百万円

勤務費用 402百万円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △1,199百万円
△64百万円

　　④ 退職給付費用及びその内訳項目の金額

期待運用収益 △291百万円

6百万円
確定給付制度に係る退職給付費用 98百万円

数理計算上の差異の費用処理額　 △46百万円



１４．重要な後発事象に関する注記
 該当ありません。

　　⑥ 数理計算上の計算基礎に関する事項

    　　　合計 100.0%
・　長期期待運用収益率の設定方法

　その他 2.2%

　債券 46.5%
　株式 51.3%

　　　　　　　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

　　　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の
　　配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益
　　率を考慮しております。

　長期期待運用収益率 4.5%
　割引率 0.5%

 当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎

　　⑤ 年金資産に関する事項
　　　　・　年金資産の主な内訳


